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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含んでいない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については潜在株式がないため記載していない。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第143期中 第144期中 第145期中 第143期 第144期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 60,915 64,268 62,194 127,311 130,291

経常利益 (百万円) 338 2,804 3,120 1,933 6,651

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(百万円) 3,089 △214 1,777 1,869 3,157

純資産額 (百万円) 63,348 58,710 64,498 61,069 62,128

総資産額 (百万円) 169,711 157,416 160,627 161,549 162,904

１株当たり純資産額 (円) 255.97 237.29 260.79 246.79 251.16

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(円) 12.48 △0.87 7.19 7.56 12.76

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.3 37.3 40.2 37.8 38.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 664 5,923 591 4,022 11,092

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 230 △3,281 △ 4,787 2,463 △ 4,487

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,889 △2,677 △ 4,768 △8,196 △ 4,360

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 20,059 21,291 14,691 21,324 23,570

従業員数
 

 (名)
4,080 3,918 3,891 4,018 3,908



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含んでいない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については潜在株式がないため記載していない。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

回次 第143期中 第144期中 第145期中 第143期 第144期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 36,817 39,404 36,903 76,270 78,298

経常利益 (百万円) 14 1,395 1,032 305 3,516

中間(当期) 純利益
又は中間純損失(△)

(百万円) 2,984 △873 495 860 1,014

資本金 (百万円) 19,699 19,699 19,699 19,699 19,699

発行済株式総数 (千株) 247,677 247,677 247,677 247,677 247,677

純資産額 (百万円) 59,862 55,966 58,709 59,070 58,033

総資産額 (百万円) 127,277 119,118 118,889 122,796 121,550

１株当たり純資産額 (円) 241.88 226.19 237.38 238.71 234.61

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(円) 12.05 △3.53 2.00 3.48 4.10

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 3.0 3.0

自己資本比率 (％) 47.0 47.0 49.4 48.1 47.7

従業員数 (名) 2,039 1,955 1,895 1,993 1,927



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重

要な変更はない。  

 なお、当中間連結会計期間における主な関係会社の異動は、以下の通りである。 

繊維事業 

 （株）文京精練は、当中間連結会計期間より連結子会社とした。 

その他事業 

  (有）ニットーフーズは、当中間連結会計期間において清算結了した。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、(有)ニットーフーズは平成17年6月10日付で清算結了した。 

  

 
  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員である。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員である。 

  

会社名 住所

   
  資本金  
 又は
 出資金
(百万円) 
 

主要な事業の内容

 議決権の 
 所有又は 
 被所有割合
（％）

関係内容

 （連結子会社）  
（有）ニットーフーズ

福島県郡山市 10
（その他の事業）
豆類に係わる食料品の製造
加工及び販売

100.0
当社から土地と一部建
物を賃借している。

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

繊維事業 595

建材事業 1,047

グラスファイバー事業 1,502

不動産・サービス事業 22

その他の事業 505

全社(共通) 220

合計 3,891

従業員数(名) 1,895



(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

  

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 ①当中間連結会計期間の概況 

    当中間連結会計期間のわが国経済は、原油価格高騰もありながら、民間設備投資の増加、個 

   人消費の持ち直しなどが見られ、緩やかな回復が続いている。  

    繊維業界は、クールビズなどの景気刺激でアパレルの一部では活況を取り戻しつつあるが 

   製品輸入は依然、中国を主体として引き続き高水準で推移したため、国内生産は縮小し、販売 

   出荷も減少するなど大変厳しい環境が続いた。 

    建材業界は、用途別でみると、民間非居住用建築物や分譲マンションの着工面積は前年比で 

   増加しているものの、戸建て住宅戸数減少などにより伸び悩んだ。 

    グラスファイバー業界は主として中国メーカーの生産能力急増などによりＩＴ関連向けを中 

   心とした供給過剰の中で競争が激化し、厳しい状況の中で推移した。 

    このような環境下、当社は更なる事業基盤強化に向けて策定した平成１５年度から１７年度 

   の３カ年におよぶ中期経営計画の最終年度にあたり、グループ全体の収益構造改革を柱とする 

   諸施策を実施してきた。 

    この結果、当中間連結会計期間の業績は売上高６２１億９４百万円、経常利益３１億２０百 

   万円中間純利益は１７億７７百万円となった。 

  ②主なセグメント別の状況 

  ［繊維事業］ 

     ストレッチ素材Ｃ・Ｓ・Ｙの原糸素材は、カジュアル用途向けＣ・Ｓ・Ｙ原糸がファッショ 

      ントレンドのストレッチ離れといった国内需要の低迷や中国廉価製品の輸入におされ大幅な減 

      収となった。 

     一方、接着芯地の衣料資材は、ファッションのカジュアル化やアパレルの現地縫製化が進み 

      販売が振るわず、高付加価値品への絞り込みや機能性対応を中心とした新商品の拡販にも努め 

      たが売上は減少した。また、日東紡（中国）有限公司は前半、一時的に品種構成の変化により 

      生産性が悪化し、後半は順調に回復しているものの減収となった。 

     この結果、当事業は原糸素材の大幅な販売数量の減少が響き、売上高は６４億１８百万円と 

      前年同期比２３．９％の減収となり、業績も大幅に悪化した。 

     なお、１０月１日、新潟工場におけるストレッチ素材Ｃ・Ｓ・Ｙ糸を中心とした紡績糸の製 

      造部門を独立会社（ニットーボー新潟株式会社）とした。これにより、機動的かつ効率的な事 

      業運営を図り、生産面から繊維事業の競争力向上を目指す。 

  ［建材事業］ 

     断熱吸音材では、ロックウールは、住宅用途で販売量が若干減少したが、設備・プラント向 

      けが好調に推移したことと売値が改善したため売上は増加した。一方、グラスウールも戸建住 

      宅向けは減少したものの非住宅向けの販売数量を伸ばし増収となった。 

    内装建材では、不燃吸音天井板は、韓国向けを中心とした輸出が増加したものの、国内のオ 

   フィスビルでの需要減少によって減収となった。また、床材は、非塩ビ系タイルが販売数量を 

   伸ばしたが、一般タイルが振るわず、売上は横ばいとなった。 

    外装建材では、ＦＲＰ波平板は、畜産関係などが競争激化により苦戦を強いられたが、屋根 



   リフォーム用や土木向けの波平板の拡販努力により売上は増加した。また、外断熱システムや 

   アルミ屋根材の売上は減少した。 

    この結果、当事業の売上高は２４８億３３百万円と前年同期比０．７％の増収となったが 

   業績は横ばいにとどまった。 

  ［グラスファイバー事業］ 

    プリント配線基板用のグラスファイバーヤーンとクロスの出荷量は、昨年後半から続くＩＴ 

   関連産業の在庫調整が長期化したため、世界需要は低調に推移し売上は減少した。 

       強化プラスチック用グラスファイバーは、国内の住宅機器向け及び自動車向けは概ね堅調に 

   推移した一方で、国内の公共事業向け用途や輸出の一部で出荷量が減少し減収となった。 

       また、産業資材用クロスは、主力の建築・土木向けが大型再開発や公共投資の減少により低 

   調だったが、自動車向けやインテリア市場向けなどが好調に推移し、カネボウ株式会社テキス 

   トグラス事業営業譲受による業容拡大も加わって売上を伸ばした。 

       この結果、当事業の売上高は２２５億４２百万円と前年同期比０．９％の減収となったが高 

   付加価値品の拡販により、業績はやや改善した。 

  ［不動産・サービス事業］ 

    スポーツ施設事業は、各種の顧客対策により堅調に推移した。またビル賃貸事業は、オフィ 

   スビル賃貸でテナント満室を維持し、商業用施設賃貸も「ザ・モール郡山」が順調に推移し 

   た。 

       この結果、当事業の売上高は１０億９８百万円と前年同期比６．３％の増収となり、業績も 

   改善した。 

  ［その他の事業］ 

       臨床検査薬のメディカル事業は、病院経営の効率化が進みメーカー間の競争激化のなか、国 

   内外における拡販努力によって増収となった。 

     機能性高分子のスペシャリティケミカルス事業は、アジア向け染料固着剤や家庭用品向け原 

   料が伸びたため増収となった。 

      エンジニアリング事業は、国内外でのプラント物件の完工が遅れ減収となった。 

      また、ペットボトル飲料事業は、主要顧客向け販売が好調であったため売上は増加した。 

   しかしながら、当事業の売上高は食品子会社を6月に清算結了したこともあり７３億円と前年同 

   期比１．０％の減収となり、一方、ペットボトル飲料事業の設備投資負担があり業績も悪化し 

   た。  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。） 

は、「(１)業績」で記載したとおりの事業活動の結果、税金等調整前中間純利益が2,007百万円と 

なり、法人税等の支払、借入金の返済等により資金が減少した。この結果、資金は前連結会計年度末に

比べ8,879百万円減少し、資金残高は14,691百万円となった。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は591百万円と、前中間連結会計期間に比べ

5,331百万円減少した。これは主に、税金等調整前中間純利益が2,007百万円（前中間連結会計期間比

284百万円資金が増加)となった一方、たな卸資産が1,799百万円の増加になったこと(前中間連結会計期

間比1,997百万円資金が減少)、仕入債務の減少額が842百万円になったこと(前中間連結会計期間比572

百万円資金が減少)、引当金の減少額が330百万円になったこと(前中間連結会計期間比941百万円資金が

減少)となったこと等によるものである。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は4,787百万円と、前中間連結会計期間に比

べ1,506百万円減少した。これは主に固定資産の取得による支出が4,757百万円と、前中間連結会計期間

に比べ1,006百万円減少した一方、投資有価証券の売却による収入が9百万円と、前中間連結会計期間に

比べ2,589百万円減少したこと等によるものである。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は4,768百万円と、前中間連結会計期間に比

べ2,091百万円の支出の増加となった。これは主に短期借入金の純減少額が4,754百万円と、前中間連結

会計期間に比べ2,789百万円の支出の増加となったこと等によるものである。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっている。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは主として見込生産を行っており受注生産はほとんどない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに契約を締結したもの又は変更・解約したものはない。 

  

区分 生産高(百万円) 前年同期比(％)

繊維事業 5,007 △12.2

建材事業 9,449 △3.9

グラスファイバー事業 18,345 6.0

不動産・サービス事業 ― ― 

その他の事業 5,514 11.3

合計 38,317 1.4

区分 販売高(百万円) 前年同期比(％)

繊維事業 6,418 △23.9

建材事業 24,833 0.7

グラスファイバー事業 22,542 △0.9

不動産・サービス事業 1,098 6.3

その他の事業 7,300 △1.0

合計 62,194 △3.2



５ 【研究開発活動】 

当社グループは繊維・建材・グラスファイバー・エンジニアリング・メディカルなど広範な分野で事

業活動を行っている。事業部の研究開発は、事業部毎の研究所・技術課・ラインスタッフで新商品、製

品品質の改良、新技術の開発を行うが、事業部の枠を超える研究開発課題については、技術本部が支援

する形で取り組んでいる。平成１７年９月３０日現在の保有特許件数は、国内外を含めて５３０件、当

中間連結会計期間に出願した特許件数は国内外を含めて４５件である。なお、当中間連結会計期間に支

出した研究開発費は、５３４百万円である。   

 当中間連結会計期間における研究開発の概要は次の通りである。  

 

１．繊維事業 

 原糸素材では、複合素材との組み合わせにより、トレンドとなった「クールビズ」「ウオームビズ」

に対応できる商品として、リヨセルＭＩＸＣＳＹを発表。また、伸縮糸を使わない二層構造糸での差別

化糸シリーズにも開発に着手し始めた。具体的には高級感のあるハイブリッドコットン、きれいさを追

求したマイクロモダールＭＩＸ糸。風合いに特化したカシミア複合糸などを展開中である。 

 一方、衣料資材では、クールビズファッション用シャツ芯地として、ノーネクタイでも型崩れなく、

シルエットをきれいに見せる芯地や特許出願した「スーパーディスパージョン・ドットコーティング」

技術を駆使した超薄地素材対応の芯地シリーズを発表、樹脂のキラツキ防止、しみ出し防止機能を高め

た画期的な芯地を上市した。 

 また、機能資材では、Ｈ/Ｍ接着資材として車両シート用接着資材を上市。また、インナー衣料用途

向けにハイストレッチサポート芯を開発、上市した。一方、リビング関連は「保湿水」を新規提案し、

ふきん、洗剤と３点セットでのアピール強化。 

 当事業に係わる研究開発費は６９百万円である。 

 

２．建材事業 

 ロックウールでは、主に鉄骨造ビル向けに、ボルカノファイバーを主材とした乾式耐火被覆材を開

発、昨年１０月に上市した。１時間・2時間の耐火認定及びプレキャスト合成等の認定も取得した。  

 天井板では、昨年春に現代オフィスビルのフレキシブルな空間の要求に対応したハイグリッドシステ

ム天井を上市し、また店舗用天井として、大板サイズ天井板「コマーストン」を本年２月に発売開始し

た。  

 床材では、環境対応商品非塩ビ床材「オレフタイル」の充実を図る為、石目柄品「マ―ヴェラス」を

開発上市、更に木目柄床「レックスウッド」を昨年11月上市、続いてタイルカーペットの和風調柄の商

品を上市した。  

 他の建材事業分野では、化成品は保温風呂用蓋の面材、浴室リフォーム用ＦＲＰ床、ろ過膜の開発を

進めた。また外断熱の下地材として新商品マグネシウムセメント板「シンボード」を上市した。 

 当事業に係る研究開発費は１２６百万円である。  

 

３．グラスファイバー事業 

 グラスファイバー事業部門では、競争力向上を目指し、オンリーワン商品・ナンバーワン商品の開発

を推進した。また、前年度に営業譲受を行ったカネボウ（株）テキストグラス事業（現日東グラステッ

クス（株））の研究開発部隊を加え、開発力を更に強固なものとした。  

 原繊分野では、コアとなるガラスの溶融繊維化技術を更に深堀して、異形断面ガラス繊維“ＦＦ（フ

ラットファイバー）チョップドストランド”を上市した。これは従来の丸形状の繊維と全く異なり、扁



平形状を持つガラス繊維で、成形品の強度特性・寸法特性・ソリ等の大きな改善を実現するものであ

り、ＦＲＰ用製品・ヤーンへの展開も進めている。電材用途のガラスヤーンでは、極細ヤーン・低誘電

ヤーンの高品質化に注力した。  

 電材分野では、原繊分野との総合力を生かし、益々高密度化・高速信号化するプリント配線基板に対

応する材料として、超極薄ガラスクロス・低誘電ガラスクロスの高品質化と拡販に努めた。  

 産業資材分野では、カネボウ（株）テキストグラス事業の研究開発部隊を加え、幅広い分野で商品開

発を推進した。ガラス繊維にこだわらずカーボン・アラミド繊維等の他素材を組み合わせ、航空機・自

動車・スポーツ用途へ展開した。また、難燃性ガラスクロス樹脂シートパネル“ダンスモーク”を上市

し、大地震対策用の防煙垂れ壁として大きな注目を集めている。機能性光学材料の開発にも注力してい

る。 

 当事業に係る研究開発費は１５３百万円である。     

  

４．その他の事業 

 バイオメディカルでは、生化学・免疫系（ＴＩＡ）体外診断薬の現行製品の改良を進め、新原理によ

る新商品の開発に努め製造申請を行った。又、免疫系体外診断薬であるラテックス試薬の改良及び、新

製品の開発を行い、製品の拡充とシリーズ化を図った。またＥＩＡ試薬の新規開発・新技術の開発を進

めた。 

 スペシャリティケミカルスでは、新商品開発の上市をめざして、ＰＡＡ・ＰＡＳ系ポリマー誘導体の

開発を進めた。その結果、新規なインクジェット紙用定着剤やフッ素樹脂用コーティング剤に有償販売

が実現し、定期採用に一歩前進した。 

 エンジニアリングでは、提携を結んでいるドイツ・ゼラ社から、トンネルやビル等の地下施設を火災

の高温から守る耐火ボード、「日東紡エステバ」を使用した耐火ケーブルダクトの製造技術の提供を受

け、「日東紡エステバＣＤＳ」として販売を開始した。 

 当事業に係る研究開発費は１８４百万円である。  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間においては、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

  

  

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要

な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 

  

  

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 247,677,560 247,677,560
東京証券取引所・
大阪証券取引所 
各市場第一部

―

計 247,677,560 247,677,560 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年4月1日～
－ 247,677,560 － 19,699 － 19,029

平成17年9月30日



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）・・・21,179千株 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）・・・・・16,453千株 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4）・・・4,546千株 

   資産管理サービス信託銀行株式会社（年金信託口）・・・・・ 4,204千株 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス   
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8番11号 21,179 8.55

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号 16,453 6.64

株式会社みずほコーポレート 
銀行（常任代理人資産管理サー
ビス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内1丁目3番3号
（東京都中央区晴海1丁目8番12号）

11,958 4.83

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6番6号 8,970 3.62

第一生命保険相互会社 
（常任代理人資産管理サービス 
信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町1丁目13番1号
（東京都中央区晴海1丁目8番12号）

6,580 2.66

中央三井信託銀行株式会社 
（常任代理人日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

東京都港区芝3丁目33番1号
（東京都中央区晴海1丁目8番11号）

6,163 2.49

住友生命保険相互会社 
（常任代理人日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

東京都中央区築地7丁目18番24号
（東京都中央区晴海1丁目8番11号）

5,412 2.19

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿1丁目28番1号 4,799 1.94

日本トラスティ・サービス   
信託銀行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海1丁目8番11号 4,546 1.84

資産管理サービス信託銀行   
株式会社（年金信託口）

東京都中央区晴海1丁目8番12号 4,204 1.70

計 ― 90,265 36.44



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権4個)含まれている。

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式869株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 月別最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 354,000

― ―
 (相互保有株式）
普通株式  2,000

完全議決権株式(その他)
普通株式    

245,424,000
245,424 ―

単元未満株式
普通株式   

1,897,560
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 247,677,560 ― ―

総株主の議決権 ― 245,424 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日東紡績株式会社

東京都千代田区九段北 
４丁目１番28号

354,000 ― 354,000 0.14

(相互保有株式) 
エフ・アール・ピー工業 
株式会社

福井県福井市若栄町710 2,000 ― 2,000 0.00

計 ― 356,000 ― 356,000 0.14

月別
平成17年 
４月

平成17年 
５月

平成17年
６月

平成17年
７月

平成17年 
８月

平成17年 
９月

最高(円) 231 230 236 296 278 280

最低(円) 208 212 219 230 249 256



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

      ただし、前中間連結会計期間（自  平成16年4月1日 至  平成16年9月30日）については、「財 

  務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30 

  日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作 

  成している。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前中間会計期間（自  平成16年4月1日 至  平成16年9月30日）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5

号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平

成16年９月30日)及び前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)の中間連結財務諸

表及び中間財務諸表については新日本監査法人の中間監査を受け、また、当中間連結会計期間(自 平成

17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30

日)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について監査法人トーマツの中間監査を受けている。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代をしている。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間   新日本監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間   監査法人トーマツ 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 21,444 14,844 23,739

 ２ 受取手形及び売掛金 39,386 40,139 39,925

 ３ たな卸資産 22,344 26,047 24,127

 ４ 繰延税金資産 1,279 2,361 1,436

 ５ 短期貸付金 121 165 454

 ６ その他 1,949 1,537 1,236

 ７ 貸倒引当金 △ 210 △ 172 △ 186

   流動資産合計 86,315 54.8 84,923 52.9 90,734 55.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物及び構築物 21,114 20,635 20,713

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

14,201 14,898 14,481

  (3) 土地 17,096 18,944 17,566

  (4) 建設仮勘定 621 589 989

  (5) その他 994 1,039 973

   有形固定資産合計 54,028 34.3 56,108 34.9 54,725 33.6

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 116 58 77

  (2) その他 1,489 1,477 1,472

   無形固定資産合計 1,605 1.1 1,535 1.0 1,550 0.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 10,596 13,156 10,872

  (2) 長期貸付金 497 297 404

  (3) 繰延税金資産 1,329 1,682 1,785

  (4) その他 3,946 3,516 3,593

  (5) 貸倒引当金 △ 903 △ 595 △ 763

   投資その他の 
   資産合計

15,466 9.8 18,059 11.2 15,894 9.8

   固定資産合計 71,100 45.2 75,703 47.1 72,169 44.3

   資産合計 157,416 100.0 160,627 100.0 162,904 100.0



 
  

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※２ 22,958 23,397 25,305

 ２ 短期借入金 ※２ 14,697 9,328 13,960

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

※２ 4,973 6,878 7,424

 ４ 未払法人税等 1,949 1,433 2,417

 ５ 繰延税金負債 20 27 27

 ６ 未払消費税等 236 143 167

 ７ 賞与引当金 2,095 2,174 2,274

 ８ その他 4,208 5,393 3,792

   流動負債合計 51,140 32.5 48,776 30.4 55,370 34.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 21,936 20,072 18,513

 ２ 繰延税金負債 794 1,382 885

 ３ 退職給付引当金 12,076 13,132 12,733

 ４ 修繕引当金 4,296 4,236 4,776

 ５ 長期預り金 ※２ 5,231 5,264 5,180

 ６ その他 ※３ 1,679 1,610 1,724

   固定負債合計 46,016 29.2 45,699 28.4 43,814 26.9

   負債合計 97,156 61.7 94,475 58.8 99,184 60.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,549 1.0 1,652 1.0 1,591 1.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 19,699 12.5 19,699 12.3 19,699 12.1

Ⅱ 資本剰余金 23,058 14.6 23,062 14.3 23,062 14.2

Ⅲ 利益剰余金 14,419 9.2 18,762 11.7 17,791 10.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

2,489 1.6 3,648 2.3 2,694 1.6

Ⅴ 為替換算調整勘定 △ 923 △ 0.6 △ 619 △ 0.4 △ 1,075 △ 0.7

Ⅵ 自己株式 △ 32 △ 0.0 △ 55 △ 0.0 △ 45 △ 0.0

   資本合計 58,710 37.3 64,498 40.2 62,128 38.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

157,416 100.0 160,627 100.0 162,904 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 64,268 100.0 62,194 100.0 130,291 100.0

Ⅱ 売上原価 49,484 77.0 47,122 75.8 99,528 76.4

   売上総利益 14,783 23.0 15,071 24.2 30,763 23.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 11,867 18.5 12,123 19.5 23,855 18.3

   営業利益 2,916 4.5 2,948 4.7 6,907 5.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 27 25 56

 ２ 受取配当金 100 84 119

 ３ 持分法による 
   投資利益

100 299 495

 ４ その他 592 821 1.3 687 1,097 1.8 922 1,593 1.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 388 352 755

 ２ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

－ 277 569

 ３ その他 545 933 1.4 295 925 1.5 524 1,849 1.4

   経常利益 2,804 4.4 3,120 5.0 6,651 5.1

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 5 200 241

 ２ 投資有価証券売却益 1,958 3 2,982

 ３ 貸倒引当金戻入益 － 49 30

 ４ その他 31 1,995 3.1 0 254 0.4 20 3,274 2.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※３ 86 176 328

 ２ 固定資産減損損失 ※４ － 789 －

 ３ 投資有価証券売却損 49 － 49

 ４ 投資有価証券評価損 23 － 42

 ５ たな卸資産整理損 － 63 31

 ６ 構造改善特別損失 ※７ － 196 －

 ７ ビル統合関連費用 ※５ 295 － 294

 ８ 土地買戻損失 ※６ 2,618 － 2,618

 ９ その他 3 3,077 4.8 141 1,368 2.2 91 3,455 2.6

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

1,722 2.7 2,007 3.2 6,471 5.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,706 1,334 3,684

   過年度未払法人税等 

   戻入
－ △ 200 －

   法人税等調整額 156 1,863 2.4 △ 975 158 0.2 △ 498 3,186 2.5

   少数株主利益 73 0.1 70 0.1 126 0.1

   中間(当期)純利益 － － 1,777 2.9 3,157 2.4

   中間純損失 214 0.3 － － － －



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 23,058 23,062 23,058

Ⅱ 資本剰余金増加高
   その他の要因に伴う 
   資本剰余金増加高 

－ － 4

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

23,058 23,062 23,062

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 15,376 17,791 15,376

Ⅱ 利益剰余金増加高 

  中間(当期)純利益
－ 1,777 3,157

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 中間純損失 214 － －

 ２ 配当金 742 742 742

  ３ 新規連結子会社増加によ 
    る剰余金減少高

－ 957 65 807 － 742

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

14,419 18,762 17,791



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期) 
純利益

1,722 2,007 6,471

減価償却費 2,631 2,716 5,456

固定資産減損損失 － 789 －

連結調整勘定償却額 38 47 77

貸倒引当金の減少額 △ 241 △ 182 △ 405

退職給付引当金の増加額 395 391 1,051

修繕引当金の増加（△減
少）額

457 △ 539 936

受取利息及び受取配当金 △ 128 △ 110 △ 175

支払利息 388 352 755

投資有価証券の売却損益・ 
評価損

△ 1,885 △ 3 △ 2,848

為替差損益 5 4 1

持分法による投資損益 △ 100 △ 299 △ 495

固定資産の売却処分損益 85 △ 23 12

土地買戻損失 2,618 － 2,618

売上債権の減少（△増加）
額

1,608 △ 89 1,031

未払消費税等の減少額 △ 71 △ 25 △ 141

たな卸資産の減少 
(△増加)額

197 △ 1,799 △ 1,657

仕入債務の増加（△減少）
額

△ 270 △ 842 1,078

その他営業資産の減少（△
増加）額

△ 118 △ 85 561

その他営業負債の増加額 602 671 372

その他(純額) △ 35 △ 49 △ 117

    (小計） 7,898 2,931 14,585

利息及び配当金の受取額 124 110 511

利息の支払額 △ 382 △ 357 △ 748

法人税等の支払額 △ 1,716 △ 2,092 △ 3,255

営業活動による 
キャッシュ・フロー

5,923 591 11,092



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

定期預金の純減少額 46 16 30

固定資産の取得による支出 △ 5,764 △ 4,757 △ 8,641

固定資産の売却による収入 2 253 406

投資有価証券の取得による 
支出

△ 1 △ 223 △ 52

投資有価証券の売却による 
収入

2,599 9 3,740

貸付けによる支出 △ 96 △ 118 △ 491

貸付金の回収による収入 84 87 236

その他(純額) △ 152 △ 55 284

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,281 △ 4,787 △ 4,487

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額 △ 1,965 △ 4,754 △ 2,652

長期借入れによる収入 2,100 4,500 2,450

長期借入金の返済による 
支出

△ 2,052 △ 3,755 △ 3,373

親会社による配当金の 
支払額

△ 740 △ 737 △ 742

その他(純額) △ 18 △ 20 △ 41

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△2,677 △ 4,768 △ 4,360

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

1 44 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加（△減少）額

△ 32 △ 8,920 2,246

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

21,324 23,570 21,324

Ⅶ  新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

－ 41 －

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

21,291 14,691 23,570



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社は

日東グラスファイバー工業㈱

パラマウント硝子工業㈱

㈱日東紡マテリアル

㈱双洋

新和電材㈱

日東紡音響エンジニアリング㈱

ニットーボー東岩㈱

富士ファイバーグラス㈱

ニットーボーメディカル㈱

㈲ニットーフーズ

㈱日東紡テクノ

三成興業㈱

日東紡エコロジー㈱

㈱ニットーボー・エフアールピ

ー研究所

日東グラステックス㈱

日東アライドサービス㈱

ニットービバレッジ㈱

アイ・アイ・シージャパン㈱

日本ハスケル㈱

台湾日東紡股份有限公司

Nittobo America Inc．

International Immunology 

Corporation

Midland BioProducts 

Corporation

日東紡(中国)有限公司

日東紡澳門玻纖紡織有限公司

の25社である。 

 日東紡エコロジー㈱は、平成

16年4月1日付で㈱日東販売所か

ら社名変更している。  

 新和電材㈱は㈱双洋の子会 

社であり、International 

Immunology  Corporation 及 び

Midland BioProducts  

CorporationはいずれもNittobo 

America  Inc．の子会社であ

る。 

 サンシスボトル㈱は、平成16

年4月1日付けでニットービバレ

ッジ㈱に吸収合併された。

１ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社は

日東グラスファイバー工業㈱

パラマウント硝子工業㈱

㈱日東紡マテリアル

㈱双洋

新和電材㈱

日東紡音響エンジニアリング㈱

ニットーボー東岩㈱

富士ファイバーグラス㈱

ニットーボーメディカル㈱

㈲ニットーフーズ

㈱日東紡テクノ

三成興業㈱

日東紡エコロジー㈱

㈱ニットーボー・エフアールピ

ー研究所

日東グラステックス㈱

日東アライドサービス㈱

ニットービバレッジ㈱

アイ・アイ・シージャパン㈱

日本ハスケル㈱
    ㈱文京精練

台湾日東紡股份有限公司

Nittobo America Inc．

International Immunology 

Corporation

Midland BioProducts 

Corporation

日東紡(中国)有限公司

日東紡澳門玻纖紡織有限公司

の26社である。 

 前連結会計期間において非連

結子会社であった㈱文京精練

は、重要性が増したため当中間

連結会計期間より連結の範囲に

含めている。 

 新和電材㈱は㈱双洋の子会社

であり、International 

Immunology  Corporation 及 び

Midland BioProducts 

CorporationはいずれもNittobo 

America  Inc．の子会社であ

る。 

 ㈲ニットーフーズは、平成17

年6月10日に清算結了した。

１ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社は

日東グラスファイバー工業㈱

パラマウント硝子工業㈱

㈱日東紡マテリアル

㈱双洋

新和電材㈱

日東紡音響エンジニアリング㈱

ニットーボー東岩㈱

富士ファイバーグラス㈱

ニットーボーメディカル㈱

㈲ニットーフーズ

㈱日東紡テクノ

三成興業㈱

日東紡エコロジー㈱

㈱ニットーボー・エフアールピ

ー研究所

日東グラステックス㈱

日東アライドサービス㈱

ニットービバレッジ㈱

アイ・アイ・シージャパン㈱

日本ハスケル㈱

台湾日東紡股份有限公司

Nittobo America Inc．

International Immunology 

Corporation

Midland BioProducts 

Corporation

日東紡(中国)有限公司

日東紡澳門玻纖紡織有限公司

の25社である。 

 日東紡エコロジー㈱は、平成

16年4月1日付で㈱日東販売所か

ら社名変更している。 

 新和電材㈱は㈱双洋の子会社

であり、International 

Immunology  Corporation 及 び

Midland BioProducts 

CorporationはいずれもNittobo 

America  Inc．の子会社であ

る。 

 サンシスボトル㈱は、平成16

年4月1日付でニットービバレッ

ジ㈱に吸収合併された。 

 ㈲ニットーフーズは、平成17

年2月28日に解散し廃業した。

② 非連結子会社は17社である。

(主要な会社名は、日東高分子

加工㈱、三光金属工業㈱)

いずれも売上高、総資産、中

間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

の観点からみて小規模であり、

かつ全体的にも重要性に乏し

く、中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない。

② 非連結子会社は16社である。

(主要な会社名は、日東高分子

加工㈱、三光金属工業㈱)

いずれも売上高、総資産、中

間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

の観点からみて小規模であり、

かつ全体的にも重要性に乏し

く、中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない。

② 非連結子会社は18社である。

(主要な会社名は、日東高分子

加工㈱、三光金属工業㈱、㈱文

京精練)

いずれも売上高、総資産、当

期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

の観点からみて小規模であり、

かつ全体的にも重要性に乏し

く、連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていない。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事項
①  持分法適用の関連会社はデコ
ラニット㈱及び、NITTOBO 
ASCO Glass Fiber Co.,Ltd.の2
社である。 

２ 持分法の適用に関する事項
①  持分法適用の関連会社はデコ
ラニット㈱及びNITTOBO 
ASCO Glass Fiber Co.,Ltd.の2
社である。 

２ 持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の関連会社はデコ
ラニット㈱及び、NITTOBO 
ASCO Glass Fiber Co.,Ltd. 
の2社である。 

② 持分法を適用していない非連
結子会社17社及び関連会社8社
（主要な社名は、阿部一商事
㈱）は、それぞれ中間純損益及
び利益剰余金等に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体的にも重
要性に乏しいため、持分法の適
用から除外している。

② 持分法を適用していない非連
結子会社16社及び関連会社8社
（主要な社名は、阿部一商事
㈱）は、それぞれ中間純損益
（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等に及
ぼす影響が軽微であり、かつ全
体的にも重要性に乏しいため、
持分法の適用範囲から除外して
いる。
③ 持分法適用会社のうち、中間
決算日が中間連結決算日と異な
る会社については、各社の中間
会計期間に係る中間財務諸表を
使用している。

② 持分法を適用していない非連
結子会社18社及び関連会社8社
(主要な社名は、阿部一商事㈱)
は、それぞれ当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等に及ぼす
影響が軽徴であり、かつ全体的
にも重要性に乏しいため、持分
法の適用範囲から除外してい
る。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項
連結子会社のNittobo America 

Inc.と、その子会社２社、台湾日
東紡股份有限公司、日東紡(中国)
有限公司、日東紡澳門玻纖紡織有
限公司及び、持分法適用会社の
NITTOBO  ASCO  Glass  Fiber 
Co.,Ltd.の中間決算日は６月30日
であり、同日現在の中間決算財務
諸表を使用している。
ただし、中間連結決算日との間
に生じた重要な取引については、
連結決算上必要な調整を行ってい
る。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項
 同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項
連結子会社のNittobo America 
Inc.と、その子会社２社、台湾日
東紡股份有限公司、日東紡(中国)
有限公司、日東紡澳門玻纖紡織有
限公司及び、持分法適用会社の
NITTOBO  ASCO  Glass  Fiber 
Co.,Ltd.の決算日は12月31日であ
り、同日現在の財務諸表を使用し
ている。
ただし、連結決算日との間に生
じた重要な取引については、連結
決算上必要な調整を行っている。

４ 会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評
価方法
・有価証券

満期保有目的債券
…償却原価法(定額法)によ
っている。
その他有価証券
時価のあるもの
…中間決算日の市場価格
等に基づく時価法によ
っている。(評価差額
は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は
移動平均法により算定
している。)
時価のないもの
…移動平均法による原価
法によっている。

・デリバティブ
…時価法によっている。

４ 会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評
価方法
・有価証券

＿＿＿＿＿＿＿＿＿

その他有価証券
時価のあるもの
同左

時価のないもの
同左

・デリバティブ
同左

４ 会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評
価方法
・有価証券

満期保有目的債券
同左

その他有価証券
時価のあるもの
…連結決算日の市場価格
等に基づく時価法によ
っている。（評価差額
は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は
主として移動平均法に
より算定している。）
時価のないもの
同左

・デリバティブ
同左

・たな卸資産
…主として移動平均法による
原価法を採用しているが、
連結子会社のうち4社は個
別法による原価法も採用し
ている。

・たな卸資産
同左

・たな卸資産
同左



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

② 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

・有形固定資産

定率法によっている。

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。

建物及び構築物

３～50年

機械装置及び車両運搬具

３～22年

② 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

・有形固定資産

当社及び国内連結子会社は

定率法を、また在外連結子

会社は当該国の会計基準の

規定に基づく定額法によっ

ている。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。 

 建物及び構築物 

 ３～50年 

 機械装置及び車両運搬具 

 ３～22年

② 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

・有形固定資産

定率法によっている。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては定額法を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。 

 建物及び構築物 

 ３～50年 

 機械装置及び車両運搬具 

 ３～22年

・無形固定資産

定額法によっている。

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によってい

る。

・無形固定資産

同左

・無形固定資産

同左

③ 重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

売上債権及び貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により計算した金額を計上

し、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上することにし

ている。

③ 重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

同左

③ 重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

同左

・賞与引当金

支給見込額のうち、当中間

連結会計期間の負担額を計

上している。

・賞与引当金

同左

・賞与引当金

従業員に対し支給する賞与

に備えるため、支給見込額

のうち、当期負担額を計上

している。

・退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。 

 過去勤務債務については

各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法によ

り費用の戻し処理してい

る。 

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数

・退職給付引当金

同左

・退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上している。 

 過去勤務債務については

各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（15年）による按分額を費

用の戻し処理している。 

 会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

～17年)による定率法によ

り計算した額をそれぞれ発



(15～17年)による定率法に

より計算した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から

費用処理している。

生の翌連結会計年度から費

用処理することとしてい

る。 



 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（追加情報）

連結財務諸表提出会社は、

確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代

行部分について、平成16年

4月1日に厚生労働大臣から

過去分返上の認可を受け、

平成17年3月23日に国に返

還額（最低責任準備金）の

納付を行った。当該返還額

は14,322百万円で、将来分

支給義務免除の認可の日に

おける返還相当額15,062百

万円との差額740百万円は

数理計算上の差異として認

識している。

・役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に備える

ため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上してい

る。

・役員退職慰労引当金

同左

・役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に備える

ため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。

・修繕引当金

当社及び連結子会社４社は

製造設備の定期的修繕に備

えるため、前回の修繕費用

を基準として次回の修繕費

用を見積り、次回の改修ま

での期間に按分して繰入れ

ている。

・修繕引当金

同左

・修繕引当金

同左

④ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、在外子会社等の中間決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、為替

差額は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘定に

含めて計上している。

④ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

④ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、在

外子会社等の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、為替差額は少数

株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上

している。

⑤ 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。

⑤ 重要なリース取引の処理方法

当社及び国内連結子会社は、

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ており、在外連結子会社につい

ては主として通常の売買取引に

準じた会計処理によっている。

⑤ 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

金利スワップについて、特

例処理を採用している

・ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…金利スワップ

取引

 ヘッジ対象…借入金

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

同左 

・ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

 

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

同左 

・ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左 

・ヘッジ方針

主として当社の内部規定で

ある「市場リスク管理規

定」に基づき、相場変動リ

スクに晒される資産・負債

に係るリスクを回避する目

的でデリバティブ取引を利

用する方針を採用してお

り、かつ運用資産・負債の

限度内でのデリバティブ取

引を行っている。

・ヘッジ方針

同左

・ヘッジ方針

同左

・ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについて、特

例処理を採用しているた

め、有効性の評価を省略し

ている。

・ヘッジ有効性評価の方法

同左

・ヘッジ有効性評価の方法 

同左

⑦ 消費税等の処理の方法

税抜方式によっている。

⑦ 消費税等の処理の方法

同左

⑦ 消費税等の処理の方法

同左

５ 中間連結キャッシュフロー計算

書における資金の範囲

現金及び要求払預金の他、資金

に含めた現金同等物は、取得日か

ら３ヶ月以内に満期の到来する流

動性が高く、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少

のリスクしか負わない短期投資で

ある。

５ 中間連結キャッシュフロー計算

書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュフロー計算書に

おける資金の範囲

同左

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

 （固定資産の減損に係る会計基準）

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日）

を適用している。これにより税金

等調整前中間純利益は789百万円

減少している。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



 
  

表示方法の変更 

 
  

追加情報 

 

 なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の中間連結財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直

接控除している。

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

（自  平成16年4月1日 （自 平成17年4月1日

     至  平成16年9月30日） 至 平成17年9月30日）

______________________ １．前中間連結会計期間まで営業外費用の「その

他」に含めていた「退職給付会計基準変更時差異償

却額」については、営業外費用の10/100を超えてい

るため区分掲記した。 

 なお、前中間連結会計期間における「退職給付会

計基準変更時差異償却額」の金額は321百万円であ

る。 

２．前中間連結会計期間まで特別利益の「その他」

に含めていた「貸倒引当金戻入益」については、特

別利益の10/100を超えたため区分掲記した。 

 なお、前中間連結会計期間における「貸倒引当金

戻入益」の金額は25百万円である。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月1日 
   至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月1日 
  至 平成17年9月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年4月1日 
  至 平成17年3月31日)

 「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第9号）が

平成15年3月31日に公布され、平

成16年4月1日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当中間

連結会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年2月13

日企業会計基準委員会実務対応

報告第12号）に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に

計上している。この結果、販売

費及び一般管理費が91百万円増

加し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益が、91

百万円減少している。

   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿  「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第9号）が

平成15年3月31日に公布され、平

成16年4月1日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当連結

会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年2月13日企

業会計基準委員会実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計

上している。この結果、販売費

及び一般管理費が192百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益が、192百

万円減少している。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

128,024百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

127,682百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

128,603百万円

※２ 担保資産

① このうち、土地66百万円及

び建物3,176百万円は、建

物賃貸借契約に基づく敷金

及び保証金4,373百万円の

担保になっている。

※２ 担保資産

① このうち、土地1,391百万

円及び建物3,005百万円

は、建物賃貸借契約に基づ

く敷金及び保証金4,372百

万円の担保になっている。

※２ 担保資産

① このうち、土地66百万円及

び建物3,087百万円は、建

物賃貸借契約に基づく敷金

及び保証金4,372百万円の

担保になっている。

② このうち、土地956百万

円、建物2,228百万円、機

械装置1,304百万円は、金

融機関からの借入金5,273

百万円の担保になってい

る。
  ③ 投資有価証券37百万円は、
    取引先に対する買掛金26百 
    万円の担保になっている。

② このうち、土地1,206百万

円、建物2,167百万円、機

械装置1,282百万円は、金

融機関からの借入金4,405  

百万円の担保になってい

る。
  ③   ―――――

② このうち、土地956百万

円、建物2,161百万円、機

械装置1,335百万円は金融

機関からの借入金4,311

百万円の担保になってい

る。
 ③   ―――――

※３ 役員退職慰労引当金397百万

円を含めている。

※３ 役員退職慰労引当金263百万

円を含めている。

※３ 役員退職慰労引当金438百万

円を含めている。

４ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関

からの借入等に対し、債務保証

を行っている。

シュリロ貿易㈱ 3百万円

従業員住宅資金 37百万円

計 40百万円

４ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関

からの借入等に対し、債務保証

を行っている。

シュリロ貿易㈱ 3百万円

従業員住宅資金 26百万円

計 30百万円

４ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関

からの借入等に対し、債務保証

を行っている。

シュリロ貿易㈱ 3百万円

従業員住宅資金 32百万円

計 35百万円

５ 保証予約債務

連結会社以外の会社の金融機関

からの借入に対し、保証の予約

を行っている。

NITTOBO ASCO Glass Fiber

Co.,Ltd. 477百万円

(146,000千台湾ドル)  

５ 保証予約債務

   ―――――――

 

５ 保証予約債務

連結会社以外の会社の金融機関

からの借入に対し、保証の予約

を行っている。

NITTOBO ASCO Glass Fiber

Co.,Ltd. 145百万円

(43,000 千台湾ドル)

６ 受取手形割引高 451百万円

受取手形 
裏書譲渡高

－百万円

６ 受取手形割引高 －百万円

受取手形 
裏書譲渡高

6百万円

６ 受取手形割引高 －百万円

 

７ 運転資金の効率的かつ機動的な

調達を行うため、取引銀行3行

と貸出コミットメント契約を締

結している。

  当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおりであ

る。

貸出コミット
メントの総額

7,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 7,000百万円
 

７ 運転資金の効率的かつ機動的な

調達を行うため、主要取引金融

機関と貸出コミットメント契約

を締結している。 

当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおりであ

る。

貸出コミット
メントの総額

15,000百万円

借入実行残高 2,500百万円

差引額 12,500百万円  

７ 運転資金の効率的かつ機動的な

調達を行うため、取引銀行2行

と貸出コミットメント契約を締

結している。

  当連結会計年度末における貸出

コミットメントに係る借入未実

行残高等は次のとおりである。

貸出コミット
メントの総額

5,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 5,000百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目の金額は次のとおりであ

る。

１ 運賃及び 
  荷造費

2,383百万円

２ 広告宣伝費 289百万円

３ 保管料 447百万円

４ 貸倒引当金 
  繰入額

13百万円

５ 給料手当 2,826百万円

６ 賞与引当金 
  繰入額

235百万円

７ 賞与 707百万円

８ 退職給付費用 440百万円

９ 減価償却費 134百万円

10 研究費 501百万円

11 租税公課 155百万円

12 賃借料 554百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目の金額は次のとおりであ

る。

１ 運賃及び
  荷造費

2,274百万円

２ 広告宣伝費 284百万円

３ 保管料 540百万円

４ 貸倒引当金
  繰入額

10百万円

５ 給料手当 2,822百万円

６ 賞与引当金
  繰入額

264百万円

７ 賞与 782百万円

８ 退職給付費用 426百万円

９ 減価償却費 140百万円

10 研究費 534百万円

11 租税公課 204百万円

12 賃借料 587百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目の金額は次のとおりであ

る。

１ 運賃及び
  荷造費

4,689百万円

２ 広告宣伝費 659百万円

３ 保管料 914百万円

４ 貸倒引当金 
  繰入額

28百万円

５ 給料手当 5,589百万円

６ 賞与引当金 
  繰入額

785百万円

７ 賞与 1,202百万円

８ 退職給付費用 857百万円

９ 減価償却費 287百万円

10 研究費 1,032百万円

11 租税公課 334百万円

12 賃借料 1,141百万円

※２  ―――――――― ※２ 建物及び構築物の売却益10百

万円、土地の売却益188百万

円、その他の有形固定資産売却

益１百万円である。

※２ 土地の売却益227百万円であ

る。

※３ 建物及び構築物の廃棄損28百

万円、機械装置及び運搬具の廃

棄損47百万円並びにその他の有

形固定資産廃棄損10百万円であ

る。

※３ 建物及び構築物の廃棄損37百

万円、機械装置及び運搬具の廃

棄損126百万円並びにその他の

有形固定資産廃棄損10百万円等

である。

※３ 建物及び構築物の廃棄損202

百万円、機械装置及び運搬具の

廃棄損105百万円並びにその他

の有形固定資産廃棄損24百万円

である。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※４  ――――――――

 

※４ 減損損失 

当中間連結会計期間において当

社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上した。

場所 用途 種類
金額

(百万円）

福島県郡山

市 事業用資

産

機械装

置 他
356

福島県福島

市 遊休資産

土地・建物

及び構築物

他

119

兵庫県伊丹

市 遊休資産
機械装置

他
119

福島県郡山

市 他 遊休資産 土地 他 193

合計 789

  当社グループは、減損損失の算

定にあたって、資産を事業用資

産、賃貸資産、遊休資産、共用

資産に分類し、事業用資産につ

いては管理会計上の区分に基づ

き、賃貸資産及び遊休資産につ

いては物件毎に資産のグルーピ

ングを行っている。 

 事業用資産では建材製造設備

の一部について、営業活動から

生じる損益が継続してマイナス

であり、早期の黒字化が困難と

予想されるため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額した。な

お、回収可能価額は使用価値に

より測定しているが、将来キャ

ッシュ・フローがマイナスのた

め、割引計算は行っていない。 

 遊休資産については今後の使

用見込みがたたないため帳簿価

額を回収可能価額まで減額し

た。なお、回収可能価額は主に

路線価を基にした正味売却価額

により測定している。 

 なお、減損損失の内訳は建物

及び構築物320百万円、機械装

置及び運搬具369百万円、土地

72百万円及びその他27百万円で

ある。

※４  ――――――――

※５ 当社東京本部の事務所移転な

らびに統合に伴う原状回復費用

及び建物附属設備の廃棄損等で

ある。

※５  ―――――――― ※５ 当社東京本部の事務所移転な

らびに統合に伴う原状回復費用

及び建物附属設備の廃棄損等で

ある。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※６ 連結財務諸表提出会社が財団

法人民間都市開発推進機構（以

下「民間都市機構」という。）

に対して、土地の開発に関して

平成８年１月１７日の売買契約

書に基づき売却した福島県郡山

市に所在する土地１万㎡（当社

の商業施設である「ザ・モール

郡山」の駐車場の一部として使

用している。）について平成１

６年９月１６日に民間都市機構

から予め定められた基準による

価額で買い戻したが、買戻し価

額が時価を超えていたため、そ

の超過相当額を損失処理したも

のである。 

※６  ―――――――― ※６ 当社が財団法人民間都市開発

推進機構（以下「民間都市機

構」という。）に対して、土地

の開発に関して平成８年１月１

７日の売買契約書に基づき売却

した福島県郡山市に所在する土

地１万㎡（当社の商業施設であ

る「ザ・モール郡山」の駐車場

の一部として使用している。）

について平成１６年９月１６日

に民間都市機構から予め定めら

れた基準による価額で買い戻し

たが、買戻し価額が時価を超え

ていたため、その超過相当額を

損失処理したものである。 

※７    ―――――――― ※７ 当社の新潟工場をニットーボ

ー新潟㈱として会社分割するこ

とに伴う、転籍者他への転籍一

時金等の費用である。

※７     ―――――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成16年９月30日)

現金及び預金勘定 21,444百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△152百万円

現金及び現金 
同等物

21,291百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 14,844百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△153百万円

現金及び現金 
同等物

14,691百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 23,739百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△169百万円

現金及び現金
同等物

23,570百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

396 255 141

その他 1,759 756 1,002

合計 2,155 1,012 1,143

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

396 288 107

その他 2,251 983 1,267

合計 2,647 1,271 1,375

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

342 240 102

その他 2,065 841 1,224

合計 2,408 1,082 1,326

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 403百万円

１年超 774百万円

合計 1,178百万円

１年内 482百万円

１年超 911百万円

合計 1,394百万円

１年内 459百万円

１年超 916百万円

合計 1,376百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 210百万円

減価償却費相当額 195百万円

支払利息相当額 13百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 264百万円

減価償却費相当額 249百万円

支払利息相当額 14百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 442百万円

減価償却費相当額 408百万円

支払利息相当額 32百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   当中間連結会計期間において満期保有目的の債券で時価のあるものはない。 

 
２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

   
（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価評価されていない株式について23百万円減損処理をして

いる。 

  

当社グループは、有価証券の減損にあたっては、以下の通り行っている。 

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、市場価格または合理的に算定された価格(すなわち時価)があるものは、以

下の場合において当該時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額を当期の損失として処理(減損処理)することとし

ている。 

 ・個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合 

 ・個々の銘柄の有価証券の時価が過去２年間にわたり取得原価に比べて著しく下落した場合 

 ・当該株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

 ・当該株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が見込まれる場合 

なお、債券については当該債券の発行体の格付けに著しい低下があった場合等信用リスクの増大に起因して時価が著

しく下落した場合には当該債券について減損処理を行っている。 

市場価格のない株式については当該発行株式会社の直近の財務諸表を時価評価し、評価差額等を加味して算定した１

株当たりの純資産額が当該株式を取得した時の純資産額と比較して50％以上下落している場合において、当該評価差

額を当期の損失として処理(減損処理)している。 

  

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

   
当社グループは、有価証券の減損にあたっては、以下の通り行っている。 

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、市場価格または合理的に算定された価格(すなわち時価)があるものは、以

下の場合において当該時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額を当期の損失として処理(減損処理)することとし

ている。 

 ・個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合 

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 2,259百万円 6,444百万円 4,184百万円

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,388百万円

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 2,347百万円 8,480百万円 6,132百万円

非上場株式 1,408百万円



市場価格のない株式については当該発行株式会社の直近の財務諸表を時価評価し、評価差額等を加味して算定した１

株当たりの純資産額に所有株式数を剰じた実質価額が当該株式の取得原価と比較して50％以上下落している場合にお

いて、当該評価差額を当期の損失として処理(減損処理)している。 

  

  



Ⅲ 前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  当連結会計年度において満期保有目的の債券で時価のあるものはない。 

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

   
(注) 有価証券について42百万円(その他有価証券で市場価格のない株式42百万円)の減損処理を行っている。 

  

  

当社グループは、有価証券の減損にあたっては、以下の通り行っている。 

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、市場価格または合理的に算定された価格(すなわち時価)があるものは、以

下の場合において当該時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額を当期の損失として処理(減損処理)することとし

ている。 

 ・個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合 

 ・個々の銘柄の有価証券の時価が過去２年間にわたり取得原価に比べて著しく下落した場合 

 ・当該株式の発行会社が債務超過の状態にある場合 

 ・当該株式の発行会社が２期連続で損失を計上し翌期も損失が見込まれる場合 

なお、債券については当該債券の発行体の格付けに著しい低下があった場合等信用リスクの増大に起因して時価が著

しく下落した場合には当該債券について減損処理を行っている。 

市場価格のない株式については当該発行株式会社の直近の財務諸表を時価評価し、評価差額等を加味して算定した１

株当たりの純資産額が当該株式を取得した時の純資産額と比較して50％以上下落している場合において、当該評価差

額を当期の損失として処理(減損処理)している。 

  

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 2,126百万円 6,655百万円 4,529百万円

非上場株式 1,412百万円



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

 
(注１) 時価は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定している。 

(注２) 金利関連のデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いている。 

  

  

  

対象物 
の種類

取引の種類

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

通貨 為替予約取引 721 729 △8 754 771 △16 610 629 △18

合計 721 729 △8 754 771 △16 610 629 △18



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

繊維 
事業 
(百万円)

建材 
事業 
(百万円)

グラスフ
ァイバー 
事業 
(百万円)

不動産・
サービス 
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

8,430 24,671 22,754 1,033 7,377 64,268 － 64,268

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

29 235 511 － 294 1,071 (1,071) －

計 8,460 24,907 23,266 1,033 7,671 65,339 (1,071) 64,268

営業費用 8,483 24,463 21,307 738 7,110 62,104 (752) 61,351

営業利益 
又は営業損失(△)

△23 444 1,958 295 561 3,235 (319) 2,916

繊維 
事業 
(百万円)

建材 
事業 
(百万円)

グラスフ
ァイバー 
事業 
(百万円)

不動産・
サービス 
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

6,418 24,833 22,542 1,098 7,300 62,194 － 62,194

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

29 85 390 － 314 819 （819） －

計 6,448 24,919 22,933 1,098 7,615 63,014 （819） 62,194

営業費用 6,742 24,491 20,749 736 7,099 59,818 （571） 59,246

営業利益 
又は営業損失(△)

△ 294 427 2,183 362 516 3,196 （247） 2,948



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行

っている。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおり。 

  

 
  

繊維 
事業 
(百万円)

建材 
事業 
(百万円)

グラスフ
ァイバー 
事業 
(百万円)

不動産・
サービス 
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

16,008 52,027 44,957 2,120 15,177 130,291 ― 130,291

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

63 362 998 ― 466 1,891 (1,891) ―

計 16,072 52,390 45,956 2,120 15,644 132,183 (1,891) 130,291

営業費用 16,250 50,936 41,667 1,523 14,348 124,726 (1,342) 123,383

営業利益 
又は営業損失(△)

△ 177 1,453 4,289 596 1,295 7,457 (549) 6,907

(1) 繊維事業 ……コアスパン糸、ストレッチ製品、芯地製品、二次製品

(2) 建材事業 ……床材、不燃吸音天井板、ロックウール製品、グラスウール製品、FRP採 

    光板

(3) グラスファイバー事業 ……グラスファイバー製品、電子関連材料

(4) 不動産・サービス事業 ……ビル賃貸業、スポーツ施設運営、保険代理業

(5) その他の事業 
……プラント、メディカル、音響エンジニアリング、清涼飲料水、スペシャ

リティケミカルス

前中間連結 
会計期間 
(百万円)

当中間連結
会計期間 
(百万円)

前連結
会計年度 
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額

319 247 549
当社の総務部門・財務部門等 
一般管理部門にかかる費用



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３

月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。 

アジア…………………中国、台湾、香港等 

北米……………………アメリカ、カナダ 

欧州……………………ドイツ、イギリス、ロシア等 

その他…………………中南米、アフリカ、オセアニア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,605 1,869 873 399 9,748

Ⅱ 連結売上高(百万円) 64,268

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.3 2.9 1.4 0.6 15.2

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,239 1,595 710 318 8,863

Ⅱ 連結売上高(百万円) 62,194

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.0 2.6 1.1 0.5 14.2

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,492 3,298 1,570 840 19,201

Ⅱ 連結売上高(百万円) 130,291

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.4 2.5 1.2 0.6 14.7



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りである。 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額

237円29銭

１株当たり純資産額

260円79銭

１株当たり純資産額

251円16銭

１株当たり中間純損失金額

0円87銭

１株当たり中間純利益金額

7円19銭

１株当たり当期純利益金額

12円76銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載していない。

       同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載していない。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益    (百万円) － 1,777 3,157

中間純損失       (百万円) 214 － －

普通株主に帰属しない金額 
            (百万円)

－ － －

普通株式に係る中間(当期)純利益 
            (百万円)

－ 1,777 3,157

普通株式に係る中間純損失 
            (百万円)

214 － －

期中平均株式数      (千株) 247,440 247,345 247,412



(重要な後発事象) 

    

 

 
(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 重要な資産の譲渡
(1) 譲渡の内容 
  資産の効率化と財務体質の強化 
  を図るため、福島県郡山市に所 
  有する賃貸用商業施設について 
  みずほ信託銀行株式会社へ信託 
  （不動産管理処分信託）し、そ 
  の信託受益権を有限会社ケーエ 
  ムアセットに譲渡した。 
(2）信託受益権対象資産 
 ザ・モール郡山（福島県郡山市） 
    土地    47,544.83㎡  
    建物    61,888.85㎡ 
(3)譲渡価額等 
    帳簿価額  4,472百万円 
    譲渡価額  6,300百万円 
(4) 譲渡日 
  平成17年12月15日 
(5) 当該譲渡による損益に与える影 
  響額 
  当該譲渡に伴い、平成18年3月期
  の決算において約1,700百万円を
  特別利益として計上する予定で 
  ある。 
 

    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 14,849 8,089 16,826

 ２ 受取手形 3,854 3,471 3,467

 ３ 売掛金 18,721 19,043 17,960

 ４ たな卸資産 15,739 18,698 17,389

 ５ 繰延税金資産 714 1,720 789

 ６ その他 ※４ 3,663 3,667 3,908

 ７ 貸倒引当金 △ 7 △11 △5

    流動資産合計 57,536 48.3 54,679 46.0 60,336 49.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物 13,789 13,233 13,626

  (2) 機械及び装置 7,773 7,211 7,596

  (3) 土地 15,187 16,390 15,159

  (4) その他 2,362 2,217 2,124

    有形固定資産合計 39,113 32.8 39,053 32.9 38,505 31.7

 ２ 無形固定資産 1,138 1.0 1,101 0.9 1,128 0.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 7,628 9,603 7,814

  (2) 関係会社株式 9,375 9,009 9,357

  (3) 長期貸付金 657 2,433 1,209

  (4) その他 4,532 3,447 4,083

  (5) 貸倒引当金 △ 863 △437 △885

    投資その他の 
    資産合計

21,330 17.9 24,055 20.2 21,579 17.8

    固定資産合計 61,581 51.7 64,210 54.0 61,214 50.4

    資産合計 119,118 100.0 118,889 100.0 121,550 100.0

 



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 1,333 1,041 1,373

 ２ 買掛金 ※２ 9,678 8,982 9,654

 ３ 短期借入金 10,262 8,032 12,649

 ４ 未払法人税等 1,383 635 1,646

 ５ 未払消費税等 ※４ 77 － 48

 ６ 賞与引当金 1,200 1,230 1,330

 ７ その他 2,654 3,713 2,387

    流動負債合計 26,590 22.3 23,635 19.9 29,088 24.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 18,938 17,206 16,047

 ２ 繰延税金負債 745 1,320 839

 ３ 退職給付引当金 9,892 10,894 10,503

 ４ 役員退職慰労引当金 222 95 245

 ５ 修繕引当金 1,055 1,336 1,194

 ６ 長期預り金 ※２ 5,231 5,264 5,180

 ７ その他 475 426 416

    固定負債合計 36,561 30.7 36,544 30.7 34,427 28.3

    負債合計 63,151 53.0 60,180 50.6 63,516 52.3



 
  

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 19,699 16.5 19,699 16.5 19,699 16.2

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 19,029 19,029 19,029

 ２ その他資本剰余金 4,025 4,025 4,025

    資本剰余金合計 23,054 19.4 23,054 19.4 23,054 19.0

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金 6,051 5,926 6,051

 ２ 中間(当期)未処分 
   利益

4,758 6,525 6,646

    利益剰余金合計 10,809 9.1 12,451 10.5 12,697 10.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

2,435 2.0 3,559 3.0 2,627 2.1

Ⅴ 自己株式 △ 32 △0.0 △ 55 △0.0 △45 △0.0

    資本合計 55,966 47.0 58,709 49.4 58,033 47.7

    負債及び資本合計 119,118 100.0 118,889 100.0 121,550 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 39,404 100.0 36,903 100.0 78,298 100.0

Ⅱ 売上原価 31,879 80.9 29,642 80.3 62,431 79.7

   売上総利益 7,524 19.1 7,260 19.7 15,867 20.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,291 16.0 6,342 17.2 12,604 16.1

   営業利益 1,233 3.1 917 2.5 3,263 4.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 24 35 47

 ２ 受取配当金 239 208 638

 ３ その他 ※１ 579 844 2.1 591 835 2.2 903 1,589 2.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 244 225 480

 ２ その他 ※２ 437 682 1.7 495 721 1.9 855 1,336 1.7

   経常利益 1,395 3.5 1,032 2.8 3,516 4.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 4 199 231

 ２ 投資有価証券売却益 1,955 1,960 5.0 － 199 0.5 2,979 3,210 4.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※４ 91 113 180

  ２ 固定資産減損損失 ※５ － 766 －

 ３ たな卸資産整理損 － 45 －

 ４ 構造改善特別損失 ※８ － 196 －

 ５ 投資有価証券売却損 47 － 47

 ６ 投資有価証券評価損 23 － 42

 ７ 子会社株式評価損 － 348 －

 ８ ビル統合関連費用 ※６ 259 － 255

 ９ 土地買戻損失 ※７ 2,618 － 2,618

 10 その他 37 3,078 7.8 9 1,480 4.0 207 3,351 4.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

277 0.7 － 3,375 4.3

   税引前中間純損失 － 249 △ 0.7 －

   法人税、住民税及び 
   事業税

1,160 540 2,480

   過年度未払法人税等 

   戻入
－ △ 200 －

   法人税等調整額 △ 8 1,151 2.9 △1,085 △745 △ 2.0 △119 2,360 3.0

   中間(当期)純利益 － 495 1.3 1,014 1.3

   中間純損失 873 2.2 － －

   前期繰越利益 5,631 6,029 5,631

   中間(当期)未処分 
   利益

4,758 6,525 6,646



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価

方法

子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法に

よっている。

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

いる。(評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定してい

る。)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価

方法

子会社株式及び関連会社株式

…同左

その他有価証券

時価のあるもの

…同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価

方法

子会社株式及び関連会社株式

…同左

その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基

づく時価法によってい

る。(評価差額は全部資

本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定している。)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

によっている。

時価のないもの 

…同左

時価のないもの 

…同左

(2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法

月別移動平均法による原価法

によっている。

(2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法

同左

(2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法

同左

(3) デリバティブ

時価法によっている。

(3) デリバティブ

同左

(3) デリバティブ

同左

２ 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産の減価償却の方

法

定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法を採

用している。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。

建物

…５～50年

機械及び装置

…３～22年

２ 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産の減価償却の方

法

同左

２ 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産の減価償却の方

法

同左

(2) 無形固定資産の減価償却の方

法

定額法によっている。

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法によっている。

(2) 無形固定資産の減価償却の方

法

同左

(2) 無形固定資産の減価償却の方

法

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権及び貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により計算

した金額を計上し、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上することにして

いる。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上

している。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額のう

ち、当事業年度負担額を計上し

ている。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により費用の

戻し処理している。 

 会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理している。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数(15年)による

定率法により計算した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理している。

(3) 退職給付引当金

    同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により費用の

戻し処理している。 

 会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理している。

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数(15年)による

定率法により計算した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理している。

（追加情報）
確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分

について、平成16年4月1日に厚

生労働大臣から過去分返上の認

可を受け、平成17年3月23日に

国に返還額（最低責任準備金）

の納付を行った。当該返還額

は、14,322百万円で、将来分支

給義務免除の認可の日における

返還相当額15,062百万円との差

額740百万円は数理計算上の差

異として認識している。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支

給額を計上している。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額

を計上している。

(5) 修繕引当金

製造設備の定期的修繕に備え

るため、前回の修繕費用を基準

として次回の修繕費用を見積

り、次回の改修までの期間に按

分して繰入れている。

(5) 修繕引当金

同左

(5) 修繕引当金

同左



前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

・ ヘッジ会計の方法

当社は、金利スワップについ

て、特例処理の要件を満たして

いるので特例処理を採用してい

る。

６ ヘッジ会計の方法

・ ヘッジ会計の方法

    同左

６ ヘッジ会計の方法

・ ヘッジ会計の方法

    同左

・ ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…金利スワップ取引 

  ヘッジ対象…借入金

・ ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

・ ヘッジ手段とヘッジ対象

       同左

・ ヘッジ方針

主として当社の内部規定であ

る「市場リスク管理規定」に基

づき、相場変動リスクに晒され

る資産・負債に係るリスクを回

避する目的でデリバティブ取引

を利用する方針を採用してお

り、かつ運用資産・負債の限度

内でのデリバティブ取引を行っ

ている。

・ ヘッジ方針

同左

・ ヘッジ方針

    同左

・ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについて、特例

処理を採用しているため、有効

性の評価を省略している。

・ ヘッジ有効性評価の方法

    同左

・ ヘッジ有効性評価の方法

    同左

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の処理の方法

税抜方式によっている。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の処理の方法

同左

７ その他財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の処理の方法

同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

 （固定資産の減損に係る会計基準）

   ――――――――――

     
当中間会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年8月9日））

及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10

月31日）を適用している。これ

により税引前中間純利益は766

百万円減少している。 

  なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の中間財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から

   ――――――――――

  



 
  

 
  

追加情報 

 
  

直接控除している。

前中間会計期間 
(自 平成16年4月1日 
  至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月1日 
  至 平成17年9月30日)

前事業年度 
(自 平成16年4月31日 
  至 平成17年3月31日)

「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第9号）が平
成15年3月31日に公布され、平成
16年4月1日以後に開始する事業年
度より外形標準課税制度が導入さ
れたことに伴い、当中間会計期間
から「法人事業税における外形標
準課税部分の損益計算書上の表示
についての実務上の取扱い」（平
成16年2月13日企業会計基準委員
会実務対応報告第12号）に従い法
人事業税の付加価値割及び資本割
については、販売費及び一般管理
費に計上している。 
 この結果、販売費及び一般管理
費が76百万円増加し、営業利益、
経常利益及び税引前中間純利益
が、76百万円減少している。

―――――――
「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第9号）が平
成15年3月31日に公布され、平成
16年4月1日以後に開始する事業年
度より外形標準課税制度が導入さ
れたことに伴い、当事業年度から
「法人事業税における外形標準課
税部分の損益計算書上の表示につ
いての実務上の取扱い」（平成16
年2月13日企業会計基準委員会実
務対応報告第12号）に従い法人事
業税の付加価値割及び資本割につ
いては、販売費及び一般管理費に
計上している。 
 この結果、販売費及び一般管理
費が152百万円増加し、営業利
益、経常利益及び税引前当期純利
益が、152百万円減少している。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却

累計額

81,734百万円 79,904百万円 82,405百万円

※２ 担保資産

有形固定資産 

 

 

 

投資有価証券

このうち、土地66百万円及び建物 

3,176百万円は、建物賃貸借契約に

基づく長期預り金（敷金及び保証

金)4,372百万円の担保となってい

る。 

 投資有価証券のうち、34百万円

は、関係会社である日東アライドサ

ービス㈱の買掛金26百万円を担保す

るために同社に貸与している。

このうち、土地1,391百万円及び建

物3,005百万円は、建物賃貸借契約

に基づく敷金及び保証金4,372百万

円の担保となっている。 

 

このうち、土地66百万円及び建物 

3,087百万円は、建物賃貸借契約に

基づく敷金及び保証金4,372百万円

の担保となっている。

 ３ 偶発債務 (1) 保証債務

  下記のとおり銀行借入等に対し

保証を行っている。

(1) 保証債務

  下記のとおり銀行借入等に対し

債務保証を行っている。

(1) 保証債務

  下記のとおり銀行借入等に対し

債務保証を行っている。

保証先 保証額
(百万円)

シュリロ貿易㈱ 3

従業員住宅資金 37

合計 40

保証先 保証額
(百万円)

シュリロ貿易㈱ 3

従業員住宅資金 26

合計 30

保証先 保証額
(百万円)

シュリロ貿易㈱ 3

従業員住宅資金 32

合計 35

(2) 保証予約債務

  下記のとおり銀行借入に対し保

証の予約を行っている。

(2) 保証予約債務

  下記のとおり銀行借入に対し保

証の予約を行っている。

(2) 保証予約債務

  下記のとおり銀行借入に対し保

証の予約を行っている。

保証先
保証 
予約額
(百万円)

日東紡(中国)有限公司 
   （2,500千米ドル）

280

日東紡(中国)有限公司
(20,000千人民元)

274

ニットービバレッジ㈱ 111

NITTOBO ASCO Glass Fiber
Co.,Ltd.

(146,000千台湾ドル)
477

合計 1,143

保証先
保証 
予約額
(百万円)

日東紡(中国)有限公司 
   （2,500千米ドル）

285

日東紡(中国)有限公司
(10,000千人民元)

142

ニットービバレッジ㈱ 59

合計 488

保証先
保証 
予約額
(百万円)

日東紡(中国)有限公司 
   （2,500千米ドル）

270

日東紡(中国)有限公司
(10,000千人民元)

132

ニットービバレッジ㈱ 85

NITTOBO ASCO Glass Fiber
Co.,Ltd.

(43,000千台湾ドル)
145

合計 635

※４ 消費税等の取扱い 売上、仕入等に係る消費税等は相殺

のうえ、「未払消費税等」として表

示している。

売上、仕入等に係る消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含

めて表示している。

＿＿＿

 ５ 貸出コミットメント契

約

 

運転資金の効率的かつ機動的な調達

を行うため、取引銀行3行と貸出コ

ミットメント契約を締結している。

当中間期末における貸出コミットメ

ントに係る借入未実行残高は次のと

おりである。 

貸出コミットメン
トの総額

7,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 7,000百万円

 

運転資金の効率的かつ機動的な調達

を行うため、主要取引金融機関と貸

出コミットメント契約を締結してい

る。 

当中間期末における貸出コミットメ

ントに係る借入未実行残高等は次の

とおりである。

貸出コミットメン
トの総額

15,000百万円

借入実行残高 2,500百万円

差引額 12,500百万円  

運転資金の効率的かつ機動的な調達

を行うため、取引銀行2行と貸出コ

ミットメント契約を締結している。

当期末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとお

りである。 

貸出コミットメン
トの総額

5,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 5,000百万円



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益のその他の主要項

目は土地他賃貸料194百万円で

ある。

※２  ――――――――――

※１ 営業外収益のその他の主要項

目は土地他賃貸料199百万円で

ある。

※２ 営業外費用のその他の主要項

目は退職給付会計基準変更時差

異償却額191百万円である。

※１ 営業外収益のその他の主要項

目は土地他賃貸料388百万円で

ある。

※２ 営業外費用のその他の主要項

目は退職給付会計基準変更時差

異償却額383百万円である。

※３  ―――――――――― ※３ 建物の売却益10百万円、土地

の売却益188百万円である。

※３ 機械他の売却益4百万円、土

地の売却益227百万円である。

※４ 建物及び構築物廃棄損41百万

円、機械及び装置廃棄損40百万

円、工具・器具及び備品等廃棄

損9百万円である。

※４ 建物の廃棄損30百万円、機械

及び装置の廃棄損72百万円、並

びにその他の有形固定資産廃棄

損9百万円等である。

※４ 建物及び構築物廃棄損79百万

円、機械及び装置廃棄損78百万

円、工具・器具及び備品等廃棄

損19百万円他である。

※５  ―――――――――― ※５ 減損損失

   当中間会計期間において当社

は以下の資産について減損損失

を計上した。

※５  ――――――――――

 

場所 用途 種類

金額

(百万

円）

福島県郡山市
事業用資産

機械及び装

置 他
  356

福島県福島市
遊休資産

土地・建物

他
  119

兵庫県伊丹市
遊休資産

機械及び装置

他
119

福島県郡山市 

他 遊休資産 土地 他 171

合計 766

   当社は、減損損失の算定にあ

たって、資産を事業用資産、賃

貸資産、遊休資産、共用資産に

分類し、事業用資産については

管理会計上の区分に基づき、賃

貸資産及び遊休資産については

物件毎に資産のグルーピングを

行っている。 

 事業用資産では建材製造設備

の一部について、営業活動から

生じる損益が継続してマイナス

であり、早期の黒字化が困難と

予想されるため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額した。 

 なお、回収可能価額は使用価

値により測定しているが、将来

キャッシュ・フローがマイナス

のため、割引計算は行っていな

い。 

 遊休資産については今後の使

用見込みがたたないため帳簿価

額を回収可能価額まで減額し

た。なお、回収可能価額は主に



 
  

路線価を基にした正味売却価額によ

り測定している。 

 なお、減損損失の内訳は建物

312百万円、機械及び装置363百

万円、土地56百万円その他34百

万円である。



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※６ 当社東京本部の事務所移転な

らびに統合に伴う原状回復費用

及び建物附属設備の廃棄損等で

ある。

※６  ―――――――――― ※６ 当社東京本部の事務所移転な

らびに統合に伴う原状回復費用

及び建物附属設備の廃棄損等で

ある。

※７ 当社が財団法人民間都市開発

推進機構（以下「民間都市機

構」という。）に対して、土地

の開発に関して平成８年１月１

７日の売買契約書に基づき売却

した福島県郡山市に所在する土

地 １ 万 ㎡（現 在、商 業 施 設

「ザ・モール郡山」の駐車場の

一部として使用している。）に

ついて平成１６年９月１６日に

民間都市機構から予め定められ

た基準による価額で買い戻した

が、買戻し価額が時価を超えて

いたためその超過相当額を損失

処理したものである。

※７  ―――――――――― ※７ 当社が財団法人民間都市開発

推進機構（以下「民間都市機

構」という。）に対して、土地

の開発に関して平成８年１月１

７日の売買契約書に基づき売却

した福島県郡山市に所在する土

地 １ 万 ㎡（現 在、商 業 施 設

「ザ・モール郡山」の駐車場の

一部として使用している。）に

ついて平成１６年９月１６日に

民間都市機構から予め定められ

た基準による価額で買い戻した

が、買戻し価額が時価を超えて

いたためその超過相当額を損失

処理したものである。

※８  ―――――――――― ※８ 当社の新潟工場をニットーボ

ー新潟㈱として会社分割するこ

とに伴う、転籍者他への転籍一

時金等の費用である。

※８  ――――――――――

 ９ 減価償却実施額

有形固定資産 1,430百万円

無形固定資産 53百万円

 ９ 減価償却実施額

有形固定資産 1,326百万円

無形固定資産 35百万円

 ９ 減価償却実施額

有形固定資産 2,942百万円

無形固定資産 99百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件(有形固定資産)の取

得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高相当額

１ リース物件(有形固定資産)の取

得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高相当額

１ リース物件(有形固定資産)の取

得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

そ の
他

392 194 198

合計 392 194 198

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

そ の
他

366 193 172

合計 366 193 172

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

そ の
他

403 191 212

合計 403 191 212

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 72百万円

１年超 129百万円

合計 202百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 71百万円

１年超 105百万円

合計 176百万円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 76百万円

１年超 139百万円

合計 216百万円

３ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当

額

百万円

支払リース料 32

減価償却費相当額 30

支払利息相当額 1

３ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当

額

百万円

支払リース料 41

減価償却費相当額 39

支払利息相当額 2  

３ 当期の支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相当額

           百万円

支払リース料 75

減価償却費相当額 72

支払利息相当額 4

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によってい

る。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 当中間会計期間において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

Ⅱ 当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 当中間会計期間において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

Ⅲ 前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 当事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 重要な会社分割

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 平成17年9月13日の当社取締役

会において、当社は平成17年10

月1日を期して、当社の新潟工

場における紡績糸製造事業を会

社分割し、新設するニットーボ

ー新潟㈱に承継することを決定

した。 

(1)会社分割の目的 

 新潟工場におけるCSY糸（ス

トレッチ素材）を中心とした紡

績糸の製造部門を独立会社とす

ることにより、迅速な意思決定

のもと機動的かつ効率的な事業

運営を図ることを目的としてい

る。同時に新設会社は、特殊高

付加価値品の製造に特化したコ

ンパクトな事業運営体制をと

り、生産面から繊維事業の競争

力向上を目指すものである。 

(2)分割する事業の内容 

特殊ストレッチ糸を中心 

 とした紡績糸の製造 

(3)譲渡資産及び譲渡負債 

 譲渡資産 

  流動資産 140百万円 

 譲渡負債 

       － 百万円 

(4)新会社の内容 

 名称  ニットーボー新潟㈱ 

 資本金 50百万円 

 設立日 平成17年10月1日   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 重要な資産の譲渡

 
   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(1) 譲渡の内容 

  資産の効率化と財務体質の 

  強化を図るため、福島県郡 

  山市に所有する賃貸用商業 

  施設についてみずほ信託銀 

  行株式会社へ信託（不動産 

  管理処分信託）し、その信 

  託受益権を有限会社ケーエ 

  ムアセットに譲渡した。 

(2）信託受益権対象資産 

  ザ・モール郡山（福島県郡 

  山市） 

   土地    47,544.83㎡ 

  建物    61,888.85㎡ 

(3)譲渡価額等 

  帳簿価額  4,472百万円 

  譲渡価額  6,300百万円 

(4) 譲渡日 

  平成17年12月15日 

   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 



 
(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

  

(5) 当該譲渡による損益に与え 

  る影響額 

  当該譲渡に伴い、平成18年3

  月期の決算において約1,700

  百万円を特別利益として計 

  上する予定である。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第144期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年6月29日 
関東財務局長に提出

(2) 訂正報告書
上記有価証券報告書の 
訂正報告書である。

平成17年7月13日 
関東財務局長に提出

(3) 臨時報告書
平成17年12月13日 
関東財務局長に提出



該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月21日

日東紡績株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日東紡績株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日東紡績株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

  

新 日 本 監 査 法 人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   伊   藤        満   ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   小   宮   直   樹   ㊞



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

日東紡績株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日東紡績株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日東紡績株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間

から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸

表を作成している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

  

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   青   木    良    夫   ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   大   髙   俊   幸   ㊞

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月21日

日東紡績株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日東紡績株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第144期事業年度の中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日東紡績株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

  

新 日 本 監 査 法 人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   伊   藤        満   ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   小   宮    直   樹   ㊞



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

日東紡績株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日東紡績株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第145期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日東紡績株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成して

いる。  

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

  

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士   青   木   良   夫   ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   大   髙    俊    幸   ㊞

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出 

 会社）が別途保管している。
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